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令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項及び第22

条第１項の規定により、令和８年８月18日付けで審査に付された令和７年度決算に基づく実

質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比

率」という。）並びに資金不足比率とこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類を審査

した結果、次のとおり意見を付する。 
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令和７年度高知県健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 

 

 

第１　審査の基準 
この審査は、高知県監査委員監査基準（令和２年高知県監査公表第７号）に基づき実施

した。 

 

第２　審査の種類 
　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定による

健全化判断比率等審査 

 

第３　審査の対象 

令和７年度高知県一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算等に基づき、知事から提

出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載し

た書類 

 

第４　審査の着眼点 
健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類 

が法令に適合し、かつ、正確であること。 

 

第５　審査の実施内容 

　　審査に当たっては、一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算等に基づき、知事から 

提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載 

した書類、関係帳簿及び証拠書類等を照合するとともに、関係当局の説明を聴取し、実施 

した。 

 

第６　審査の結果及び意見 

　１　審査の結果 

第１から第５までの記載事項のとおり審査した限りにおいて、健全化判断比率及び資 

金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、か

つ、正確であると認められた。 

健全化判断比率のうち、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質収支額及び連結 

実質収支額がいずれも黒字となっていることから、数値としては表示されない。 

また、実質公債費比率及び将来負担比率については、早期健全化基準を下回ってい

る。 

資金不足比率については、対象の全ての会計において資金不足額は生じておらず、数 

値としては表示されない。 

 

 



2 

 

健全化判断比率 

 

資金不足比率 

　 

 

２　審査の意見 

審査の結果、健全化判断比率については早期健全化基準を、資金不足比率については

経営健全化基準を、いずれも下回っていることが認められた。 

今後も引き続き健全な財政運営に努められたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比率名

比率 早期健全化 

基　　　準 

％

財 政 再 生 

基　　　準 

％
 令和６年度 

Ａ　％

令和７年度 

Ｂ　％

前年度対比 

Ｂ－Ａ

 実 質 赤 字 比 率 － － － 3.75 5.0

 連結実質赤字比率 － － － 8.75 15.0

 実 質 公 債 費 比 率 12.3 12.7 0.4 25.0 35.0

 将 来 負 担 比 率 178.4 169.9 △8.5 400.0

 

会計名

比率 経営健全化 

基　　　準 

％
 令和６年度 

Ａ　 ％

令和７年度 

Ｂ　 ％

前年度対比 

Ｂ－Ａ

 流 域 下 水 道 事 業 会 計 － － － 20.0

 電 気 事 業 会 計 － － － 20.0

 工 業 用 水 道 事 業 会 計 － － － 20.0

 病 院 事 業 会 計 － － － 20.0

 流 通 団 地 及 び 工 業 団 地 
造 成 事 業 特 別 会 計

－ － － 20.0

 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 － － － 20.0
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Ⅰ　実質赤字比率 

１　実質赤字比率の対象範囲 

(１)　範囲 

一般会計及び特別会計（次に掲げる特別会計を除く。以下「一般会計等」とい

う。） 

ア　地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第２条の規定により同法の規定の全部又

は一部を適用する企業（以下「法適用企業」という。）に係る特別会計 

イ　地方財政法（昭和23年法律第109号）第６条の政令で定める公営企業（法適用企業

を除く。以下「法非適用企業」という。）に係る特別会計 

ウ　地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成19年政令第397号）第２条

で定める特別会計 

 

(２)　対象となる一般会計等 

ア　高知県一般会計 

イ　高知県収入証紙等管理特別会計 

ウ　高知県給与等集中管理特別会計 

エ　高知県旅費集中管理特別会計 

オ　高知県用品等調達特別会計 

カ　高知県会計事務集中管理特別会計 

キ　高知県県債管理特別会計 

ク　高知県土地取得事業特別会計 

ケ　高知県災害救助基金特別会計 

コ　高知県母子父子寡婦福祉資金特別会計 

サ　高知県中小企業近代化資金助成事業特別会計 

シ　高知県農業改良資金助成事業特別会計 

ス　高知県県営林事業特別会計 

セ　高知県林業・木材産業改善資金助成事業特別会計 

ソ　高知県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計 

タ　高知県高等学校等奨学金特別会計 

 

２　実質赤字比率の趣旨 

実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率で、

一般会計等の実質赤字の大きさを示すものである。 

早期健全化基準及び財政再生基準は、次のとおりである。 

　　 

 

 

 

 

 

 早 期 健 全 化 基 準 3.75％

 財 政 再 生 基 準 5.0 ％
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３　実質赤字比率の算出方法 

 

４　基礎となる数値 

(１)　一般会計等の実質赤字額 

実質赤字額は、次の算式で求められる。 

実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

 

(２)　標準財政規模 

地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示す指標で、次の算式で求められる。 

標準財政規模＝標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額 

 

(３)　会計別の実質収支 

令和７年度の一般会計等の実質収支は、3,506,094千円の黒字となっている。 

  　  　 （単位：千円） 

 

５　比率 

実質収支は黒字であり、実質赤字比率は数値としては表示されない。 

 

 

Ⅱ　連結実質赤字比率 

１　連結実質赤字比率の対象範囲 

(１)　範囲 

公営企業会計を含む県の全ての会計 

 

(２)　対象となる会計 

ア　一般会計等 

Ⅰの１の(２)のとおり 

イ　法適用企業に係る特別会計 

(ア)　高知県流域下水道事業会計（以下「下水道事業会計」という。） 

(イ)　高知県電気事業会計（以下「電気事業会計」という。） 

 
実質赤字比率＝

一般会計等の実質赤字額

 標準財政規模

 
会計名

歳入 

Ａ　

歳出 

Ｂ

差引 

Ｃ＝Ａ－Ｂ

翌年度に繰り

越すべき財源 

Ｄ

実質収支 

Ｃ－Ｄ

 
一 般 会 計 498,170,405 489,889,991 8,280,414 4,775,514 3,504,900

 特 別 会 計 

（ 1 5 会 計 )
214,478,425 212,248,378 2,230,047 2,228,853 1,194

 
計 712,648,830 702,138,369 10,510,461 7,004,367 3,506,094
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(ウ)　高知県工業用水道事業会計（以下「工水事業会計」という。） 

　(エ)　高知県病院事業会計（以下「病院事業会計」という。） 

ウ　法非適用企業に係る特別会計 

(ア)　高知県流通団地及び工業団地造成事業特別会計（以下「流通工業事業会計」

という。） 

(イ)　高知県港湾整備事業特別会計（以下「港湾事業会計」という。） 

エ　地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第２条で定める特別会計 

高知県国民健康保険事業特別会計（以下「国保事業会計」という。） 

 

２　連結実質赤字比率の趣旨 

連結実質赤字比率は、県の全ての会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標

準財政規模に対する比率で、実質赤字額等の相対的な規模を示すものである。 

早期健全化基準及び財政再生基準は、次のとおりである。　 

　 

 

 

 

 

３　連結実質赤字比率の算出方法 

 

４　基礎となる数値 

(１)　連結実質赤字額 

連結実質赤字額は、ア及びイの合計額がウ及びエの合計額を超える場合の当該超過

額である。 

ア　一般会計等及び国保事業会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

イ　公営企業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ウ　一般会計等及び国保事業会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

エ　公営企業会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

(２)　公営企業会計別の資金の剰余額 

４つの法適用企業に係る特別会計については10,989,052千円の剰余額が生じてい

る。 

また、法非適用企業に係る特別会計については剰余額は生じていない。 

内訳は、次のとおりである。  

 

 

　 

 

 
連結実質赤字比率＝

連結実質赤字額

 標準財政規模

 早 期 健 全 化 基 準  8.75％

 財 政 再 生 基 準 15.0％
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表１　法適用企業　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　 

　※１　流動資産等＝（流動資産－控除財源－控除額）＋解消可能資金不足額 

※２　流動負債等＝（流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額） 

＋算入地方債の現在高 

表２　法非適用企業    　　　　　　　　　　　　　　   　　　　（単位：千円） 

　(注)　剰余額に土地収入見込額を加算し、地方債残高及び長期借入金を減算した額が 

　　　負の場合、剰余額は０と算定される。 

 

(３)　連結実質収支 

一般会計等の実質収支額及び公営企業会計の資金不足額（資金剰余額）の内訳 

は、次のとおりで、連結実質収支は黒字となっている。 

（単位：千円） 

  (注)　公営企業会計は、法適用企業及び法非適用企業に係る特別会計である。 

 

会計名
流動資産等※1 

Ａ

流動負債等※2 

Ｂ

剰余額 

Ａ－Ｂ

 下 水 道 事 業 会 計 689,832 462,893 226,939

 電 気 事 業 会 計 8,966,319 538,419 8,427,900

 工 水 事 業 会 計 839,437 25,555 813,882

 病 院 事 業 会 計 4,540,661 3,020,330 1,520,331

 計 15,036,249 4,047,197 10,989,052

 

会計名

歳入額 

 

Ａ

歳出額 

 

Ｂ

繰越明許 

費繰越額　

Ｃ

未 収 入 

特定財源 

Ｄ

剰余額 

 

A-B-C+D

 
流 通 工 業 事 業 会 計 192,044 170,296 0 0

0 

(21,748)

 
港 湾 事 業 会 計 506,083 497,536 0 0

0 

(8,547) 

 
計 698,127 667,832 0 0 0

 
区分

令和６年度 

Ａ

令和７年度 

Ｂ

前年度対比  

Ｂ－Ａ

 実質赤字額 （一般会計等） ａ 0 0 0

 実質赤字額 （国保事業会計） ｂ 0 0 0

 資金不足額 （公営企業会計） ｃ 0 0 0

 実質黒字額 （一般会計等） ｄ 3,608,369 3,506,094 △102,275

 実質黒字額 （国保事業会計） e 2,610,138 2,265,345 △344,793

 資金剰余額 （公営企業会計） ｆ 11,188,065 10,989,052 △199,013

 連結実質赤字額   a+b+c-d-e-f △17,406,572 △16,760,491 646,081
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５　比率 

連結実質収支は黒字であり、連結実質赤字比率は数値としては表示されない。 

 

Ⅲ　実質公債費比率 

１　実質公債費比率の対象範囲 

(１)　範囲 

公営企業会計を含む県の全ての会計、一部事務組合及び広域連合 

 

(２)　対象となる会計等 

ア　一般会計等　　　　Ⅰの１の(２)のとおり 

イ　公営企業会計　　　Ⅱの１の(２)のイ及びウのとおり 

ウ　地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第２条で定める特別会計 

　　Ⅱの１の(２)のエのとおり 

エ　一部事務組合（対象となる法人）　　　高知県・高知市病院企業団 

　オ　広域連合　　　　　対象となる法人はない。 

 

２　実質公債費比率の趣旨 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規

模に対する比率（３か年の平均）で、この比率が高いほど財政運営が逼迫していること

を示している。 

早期健全化基準及び財政再生基準は、次のとおりである。 

　 

 

 

 

３　実質公債費比率の算出方法 

 

４　基礎となる数値 

(１)　地方債の元利償還金 

一般会計等の元利償還金で、実質的に一般財源の負担を増加させないものは、実質

公債費比率の算定対象から除かれている。 

具体的には、繰上償還額、借換債を財源として償還した額及び満期一括償還地方債

の元金に係る分を除き、減債基金積立不足額を考慮して算定した額を加えたものであ

る。 

令和５年度から令和７年度までの内訳は、次のとおりである。 

 

  

実質公債費比率＝ 

（３か年平均）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金） －（特定財源＋ 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財

政需要額算入額）

 早 期 健 全 化 基 準 25.0％

 財 政 再 生 基 準 35.0％
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（単位：千円） 

 

(２)　準元利償還金 

ア　公債費に準ずると考えられるものや実質的に公債費と変わらないものが算入され

る。 

(ア)　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とし

た場合の１年当たりの元金償還金相当額 

(イ)　一般会計等からの繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの 

(ウ)　一部事務組合等の地方債償還の財源に充てたと認められる負担金又は補助金 

(エ)　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

(オ)　一時借入金の利子　 

 

イ　令和５年度から令和７年度までの準元利償還金の内訳は、次のとおりである。 

（単位：千円） 

  

(３)　特定財源 

地方債の元利償還金及び準元利償還金の財源に充当することのできる特定財源で、

その令和５年度から令和７年度までの内訳は、次のとおりである。 

 

 

 

 区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 公 債 費 （ 一 般 会 計 等 ） ａ 108,732,407 104,654,906 101,571,147

 繰 上 償 還 額 等 ｂ 40,047,100 37,962,000 30,657,799

 満期一括償還地方債の元金に係る分 ｃ 10,049,000 10,436,000 13,295,000

 積立不足額を考慮して算定した額 ｄ 1,177,729 487,804 0

 　　　　　　計　　　　　a－b－c＋d 59,814,036 56,744,710 57,618,348

 区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 
満期一括償還地方債の年度割相当額 12,036,240 12,458,804 12,234,612

 公 営 企 業 の 地 方 債 償 還 に 

充 て た と 認 め ら れ る 繰 入 金
1,268,753 1,469,538 1,529,706

 一部事務組合等の地方債償還の財源に 

充 て た と 認 め ら れ る 負 担 金
812,123 900,958 952,235

 公 債 費 に 準 ず る 債 務 負 担 行 為 に 

係 る も の
568,027 529,408 625,906

 
一 時 借 入 金 の 利 子 62,688 0 0

 計 14,747,831 15,358,708 15,342,459
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（単位：千円） 

 

(４)　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

地方債に係る元利償還及び準元利償還に要する経費として、普通交付税の額の算定

に用いる基準財政需要額に算入された額で、次のものが対象となる。 

ア　地方債の元利償還金及び準元利償還金 

(ア)　災害復旧費等に係る基準財政需要額 

(イ)　事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 

(ウ)　密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金 

イ　令和５年度から令和７年度までの内訳は、次のとおりである。 

（単位：千円） 

 

(５)　標準財政規模 

令和５年度から令和７年度までの標準財政規模の内訳は、次のとおりである。 

（単位：千円） 

 

５　比率 

上記４の数値により算出した実質公債費比率は、次のとおりで、早期健全化基準

（25.0パーセント）を下回っている。 

実質公債費比率 

 区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 貸 付 金 の 元 利 償 還 金 309,611 314,882 309,955

 公 営 住 宅 使 用 料 287,506 313,349 324,264

 そ の 他 1,825,593 2,228,962 2,875,795

 計 2,422,710 2,857,193 3,510,014

 区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 災 害 復 旧 費 等（元利償還金分） 37,793,785 35,241,408 32,804,086

 事 業 費 補 正（元利償還金分）
4,324,874 4,246,980 4,104,403

 事 業 費 補 正（準元利償還金分）

 密 度 補 正（準元利償還金分） 1,047,660 1,030,380 1,089,165

 計 43,166,319 40,518,768 37,997,654

 区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 標 準 税 収 入 額 等 ａ 85,484,313 86,477,458 88,388,505

 普 通 交 付 税      　 ｂ 183,173,716 185,567,854 188,217,950

 臨時財政対策債発行可能額 ｃ 1,323,428 615,449 0

 標 準 財 政 規 模　a＋b＋c 269,981,457 272,660,761 276,606,455

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 ３か年の平均

 12.77％ 12.37％ 13.18％ 12.7％



11 

Ⅳ　将来負担比率 

１　将来負担比率の対象範囲 

(１)　範囲 

一般会計等、公営企業会計、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第２

条で定める特別会計、一部事務組合、地方公社及び第三セクター等 

 

(２)　対象となる会計等 

ア　一般会計等　　　　Ⅰの１の(２)のとおり 

イ　公営企業会計　　　Ⅱの１の(２)のイ及びウのとおり 

ウ　地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第２条で定める特別会計 

　　Ⅱの１の(２)のエのとおり 

エ　一部事務組合　　　Ⅲの１の(２)のエのとおり 

オ　地方公社　　　　　該当なし 

カ　第三セクター等（対象となる法人）　　　一般社団法人高知県森林整備公社 

 

２　将来負担比率の趣旨 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する

比率で、地方債等の負担の重さをその残高で示すものである。 

早期健全化基準は、次のとおりである。 

なお、財政再生基準は、設けられていない。 

　 

 

 

 

 

３　将来負担比率の算出方法 

 

４　基礎となる数値 

(１)　将来負担額 

ア　将来負担額は、次の額の合計額であり、996,183,882千円となる。 

(ア)　一般会計等の令和７年度末における地方債現在高 

(イ)　債務負担行為に基づく支出予定額 

(ウ)　一般会計等以外の地方債の元金償還に充てるための一般会計等からの繰入見

込額 

(エ)　組合等の地方債の元金償還に充てるための一般会計等の負担見込額 

(オ)　退職手当支給予定額に係る一般会計等の負担見込額 

 

将来負担比率＝

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る 

基準財政需要額算入額）

 早 期 健 全 化 基 準 400.0％

 財 政 再 生 基 準
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(カ)　一部事務組合、地方公社及び第三セクター等の負債額等のうち、一般会計等

の負担が見込まれる額 

(キ)　連結実質赤字額 

(ク)　組合等連結実質赤字相当額に係る一般会計等の負担見込額　 

（単位：千円） 

 

イ　各項目の内訳は、次のとおりである。 

(ア)　一般会計等の令和７年度末における地方債現在高 

　　　　　（単位：千円） 

 

(イ)　債務負担行為に基づく支出予定額（公債費に準ずるもの） 

債務負担行為に基づく支出が確定している額であって、一般会計等において実

質的に負担することが見込まれる支出予定額である。 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 
区分

令和６年度 

Ａ

令和７年度 

Ｂ

前年度対比 

Ｂ－Ａ

 (ア) 地 方 債 の 現 在 高 912,396,789 899,230,118 △13,166,671

 (イ) 債務負担行為に基づく支出予定額 3,295,506 2,749,046 △546,460

 (ウ) 公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 8,640,894 7,882,220 △758,674

 (エ) 組 合 負 担 等 見 込 額 5,598,105 5,269,976 △328,129

 (オ) 退 職 手 当 負 担 見 込 額 77,254,405 77,978,457 724,052

 (カ) 設立法人の負債額等負担見込額 3,306,192 3,074,065 △232,127

 (キ) 連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0

 (ク) 組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0

 将 来 負 担 額　(ア)～(ク)の合計 1,010,491,891 996,183,882 △14,308,009

 区分 令和６年度　Ａ 令和７年度　Ｂ 前年度対比 Ｂ－Ａ

 森林総合研究所等事業に係るもの 61,506 33,597 △27,909

 地方公務員等共済組合に係るもの 817,558 711,965 △105,593

 そ の 他 2,416,442 2,003,484 △412,958

 計 3,295,506 2,749,046 △546,460

 会計名 令和６年度　Ａ 令和７年度　Ｂ 前年度対比 Ｂ－Ａ

 一 般 会 計 899,531,670 886,028,513 △13,503,157

 特 別 会 計 12,865,119 13,201,605 336,486

 計 912,396,789 899,230,118 △13,166,671
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(ウ)　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てるための一般会計等からの 

繰入見込額 

（単位：千円） 

 

(エ)　組合等の地方債の元金償還に充てるための一般会計等の負担見込額 

一部事務組合等が起こした地方債の元金の償還に充てるための負担見込額である。 

　（単位：千円） 

 

(オ)　退職手当支給予定額に係る一般会計等の負担見込額 

一般職及び特別職の全員が令和７年度末日に自己の都合により退職するものと

仮定した場合に支給すべき退職手当の額（法適用企業の職員を除く。）の合計額

である。 

（単位：千円） 

 

(カ)　一部事務組合、地方公社及び第三セクター等の負債額等のうち、一般会計等

の負担が見込まれる額 

県から財政援助を受ける出資法人等の債務に対する損失補償債務等負担見込額

は、県が損失補償を付した法人に対する金融機関からの融資（損失補償付債務）

を５段階（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ）に区分し、当該損失補償を付している借入金等

の額に、それぞれの評価区分ごとに損失補償債務算入率以上の率を乗じて、損失

補償債務等負担見込額を算定する標準評価方式を採用している。 

 
会計名 令和６年度 Ａ 令和７年度 Ｂ

前年度対比 

Ｂ－Ａ

 下 水 道 事 業 会 計 2,140,273 2,056,072 △84,201

 電 気 事 業 会 計 0 0 0

 工 水 事 業 会 計 0 0 0

 病 院 事 業 会 計 6,500,621 5,826,148 △674,473

 流通工業事業会計（宅地造成事業分） 0 0 0

 港 湾 事 業 会 計 0 0 0

 計 8,640,894 7,882,220 △758,674

 組合名 令和６年度　Ａ 令和７年度　Ｂ 前年度対比 Ｂ－Ａ

 高知県・高知市病院企業団 5,598,105 5,269,976 △328,129

 

区分

職員数（人） 負担見込額

 令　和 
６年度 

Ａ

令　和 
７年度 

Ｂ

前年度
対　比 
Ｂ－Ａ

令和６年度 

Ｃ

令和７年度 

Ｄ

前年度対比 

Ｄ－Ｃ

 一 般 職 等 11,086 11,078 △8 77,244,116 77,949,126 705,010

 特 別 職 2 3 1 10,289 29,331 19,042

 計 11,088 11,081 △7 77,254,405 77,978,457 724,052
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内訳は、次のとおりで、算入率は評価区分に関係なく100パーセントとしてい

る。 

（単位：千円） 

 

(キ)　連結実質赤字額  

連結実質赤字比率の算定に用いた連結実質赤字額である。 

 

(ク)　組合連結実質赤字相当額に係る一般会計等の負担見込額 

組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等の負担見込額が算定の対象

となる。 

高知県・高知市病院企業団は、地方公営企業法の全部適用企業（公営企業会

計）であるため、連結実質赤字額は次の算式で求められる。 

連結実質赤字額＝（流動負債－控除額等）－（流動資産－控除額等） 

 

令和７年度末では、連結実質赤字は発生していない。 

なお、高知県・高知市病院企業団が開設する高知医療センターの令和７年度決

算は1,580,906千円の赤字で、当年度未処理欠損金（累積損失）は9,612,647千円

となっている。 

（単位：千円） 

 

(２)　充当可能基金額 

県に設置されている地方自治法第241条の基金のうち、19基金が充当可能基金であ

り、現金、預金等として保管しているものが算入されている。 

（単位：千円） 

　 

 

 

 
法人名等

令和６年度　 Ａ 令和７年度　 Ｂ 前年度対比 

Ｂ－Ａ  区分 区分

 出 資 法 人 等 3,306,192 － 3,074,065 － △232,127

 (一社)高知県森林整備公社 3,306,192 Ｅ 3,074,065 Ｅ △232,127

 計 3,306,192 3,074,065 △232,127

 

組合名
連結実質赤字額 負担見込額 県 の 

負担割合  
令和６年度 令和７年度

令和６年度 
Ａ

令和７年度 
Ｂ

前年度対比 
Ｂ－Ａ

 高知県・高知市 
病 院 企 業 団

0 0 0 0 0 ２分の１

 基金名 令和６年度　Ａ 令和７年度　Ｂ 前年度対比 Ｂ－Ａ

 減 債 基 金 ほ か 1 8 基 金 84,101,039 77,823,000 △6,278,039
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　(３)　特定財源見込額 

ア　地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入の見込額で、次のものが対象となる。 

(ア)　国庫支出金等のうち、地方債の償還額等に確実に充当できる額 

(イ)　地方債を原資として貸し付けた当該貸付金の償還金 

(ウ)　公営住宅の賃借料その他の使用料 

イ　内訳は、次のとおりである。 

  　　　（単位：千円） 

 

(４)　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

地方債の償還等に要する経費として、公債費又は事業費補正若しくは密度補正によ

り基準財政需要額に算入されることが見込まれる額である。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：千円） 

　　 
(５)　標準財政規模 

Ⅲの４の(５)のとおり 

 

(６)　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

Ⅲの４の(４)のとおり 

 

 区分 令和６年度 Ａ 令和７年度 Ｂ 前年度対比 Ｂ－Ａ

 国 庫 支 出 金 等 0 0 0

 地方債を財源とする貸付金の償還金 10,945,960 10,933,752 △12,208

 公 営 住 宅 使 用 料 5,853,147 5,678,244 △174,903

 計 16,799,107 16,611,996 △187,111

 
費目 測定単位

算入見込額

 令和６年度 Ａ 令和７年度 Ｂ 前年度対比 Ｂ－Ａ

 道 路 橋 り ょ う 費 道路の延長 13,452,338 13,250,624 △201,714

 河 川 費 河川の延長 11,246,049 12,087,319 841,270

 港 湾 費 （ 港 湾 ） 外郭施設の延長 3,640,199 3,662,316 22,117

 港 湾 費 （ 漁 港 ） 外郭施設の延長 682,602 618,487 △64,115

 高 等 学 校 費 生徒数 7,748 2,200 △5,548

 衛 生 費 人口 5,205,276 4,798,887 △406,389

 こ ど も 子 育 て 費 18 歳以下人口 2,450 11,650 9,200

 高齢者保健福祉費 65歳以上の人口 747,376 656,571 △90,805

 農 業 行 政 費 農家数 447,088 551,206 104,118

 林 野 行 政 費 公有以外の林野の面積 4,860 4,220 △640

 地 域 振 興 費 人口 22,172,038 38,172,373 16,000,335

 公 債 費 437,709,350 422,416,821 △15,292,529

 計 495,317,374 496,232,674 915,300
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５　比率 

上記４の数値により算出した将来負担比率は、169.9パーセントとなり、早期健全化基

準（400.0パーセント）を下回っている。 

 

Ⅴ　資金不足比率 

１　資金不足比率の対象範囲 

(１)　範囲 

ア　法適用企業に係る特別会計 

イ　法非適用企業に係る特別会計 

 

(２)　対象となる特別会計 

公営企業会計　　　Ⅱの１の(２)のイ及びウのとおり 

 

２　資金不足比率の趣旨 

資金不足比率とは、公営企業会計ごとの資金の不足額が事業規模に対してどの程度で

あるかを示すものである。また、資金の不足額とは、一般会計等の実質赤字に相当する

ものとして公営企業会計ごとに算定した額である。 

 

３　資金不足比率の算出方法 

 

４　基礎となる数値 

(１)　資金の不足額 

ア　法適用企業　宅地造成事業以外 

資金の不足額＝（流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額） 

＋算入地方債の現在高－（流動資産－控除財源－控除額） 

－解消可能資金不足額 

イ　法非適用企業　宅地造成事業 

資金の不足額＝歳出額＋算入地方債の現在高－（歳入額－（繰越明許費繰越額 

－未収入特定財源））－土地収入見込額－解消可能資金不足額 

(注)　解消可能資金不足額とは、実際に生じている資金不足のうち解消可能

な資金のことで、減価償却費を上回って元金償還費が発生する場合の差額

等が該当する。 

 

(２)　事業の規模 

ア　法適用企業＝営業収益の額－受託工事収益の額 

イ　法非適用企業＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

 

 
資金不足比率＝

資金の不足額

 事業の規模
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(３)　会計別の資金の不足額 

次のとおり各会計とも資金の不足額は生じていない。  

表１　法適用企業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

※１　流動負債等＝（流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額） 

＋算入地方債の現在高 

※２　流動資産等＝（流動資産－控除財源－控除額）＋解消可能資金不足額 

 

表２　法非適用企業    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

　　※１　歳出額等＝歳出額＋算入地方債の現在高 

　　※２　歳入額等＝歳入額＋解消可能資金不足額 

 

５　比率 

各会計とも資金の不足額が生じていないため、資金不足比率は数値としては表示され

ない。

 
会計名

流動負債等 ※1 

Ａ

流動資産等 ※2 

Ｂ

資金の不足額 

Ａ－Ｂ
事業の規模

 下 水 道 事 業 会 計 462,893 689,832 △226,939 684,960

 電 気 事 業 会 計 538,419 8,966,319 △8,427,900 2,035,896

 工 水 事 業 会 計 25,555 839,437 △813,882 141,960

 病 院 事 業 会 計 3,020,330 4,540,661 △1,520,331 11,886,014

 計 4,047,197 15,036,249 △10,989,052 14,748,830

 

会計名

歳出額等 
※1 
　 

Ａ

歳入額等 
※2 
　 

Ｂ

繰 越 明 許
費 繰 越 額 

 
Ｃ

未 収 入 
特定財源 

 
Ｄ

土地 収 入 
見 込 額 

 
Ｅ

資 金 の 
不 足 額 

 
A-B+C-D-E

事 業 の 

規 模

 流 通 工 業 

事 業 会 計
170,296 192,044 0 0 3,476,742 △3,498,490 5,737,720

 港 湾 事 業 

会 計
497,536 506,083 0 0 478,983 △487,530 251,188

 
計 667,832 698,127 0 0 3,955,725 △3,986,020 5,988,908


